
（注） １　本データは、令和3年度下半期に終了した事業について、国へ提出した実績報告のデータを見やすいように加除修正し、公表するものです。
　　　２　各区分は以下のとおりです。分野区分は複数該当するものもありますが、そのうちから１つを選択しています。
　　　　【実施区分】　　　県　　市町村　　　　【委託先区分】　民間企業　　ＮＰＯ法人　　その他
　　　　【分野区分】　　　介護・福祉　　子育て　　医療　　産業振興　　情報通信　　観光　　環境　　農林漁業　　治安・防災　　教育・文化　　その他　　臨時職員
　　　３　事業の廃止により、整理番号が欠番となっている事業もあります。

（単位：円、％、人）

③ 新規雇用の失業
者に係る人件費

④ 割合
（③／①）

⑧ 新規雇用の
　失業者のうち
　女性の人数

⑨ 新規雇用の
　失業者のうち
　再就職した人

数

2 県 観光交流局
県産品振興戦略

課
委託 産業振興 その他 輸出開拓支援事業

　農産物、加工食品、清酒等の輸出量を増やすため、輸出に取り組む県内
事業者の掘り起こしを本事業で行い、「貿易相談員」として１名を雇用
し、年間を通じた貿易相談業務を行う。
　新規雇用者については、相談業務やジェトロ福島の主催する研修に参加
することで貿易実務に関わる知識を習得するとともに、自身の知識を客観
的に測ることができる貿易実務検定を受験し、専門的な視点で県内事業者
に向けた輸出への助言を行う。また、事業者向けの輸出に関するセミナー
の海外向けの県産品紹介冊子を作成することで県内事業者の輸出促進を目
指す。

5,351,417 3,554,004 3,554,004 66.4% 1 1 100.0% 1 0 

5 県 商工労働部 雇用労政課 委託 産業振興 民間企業 ふくしま人材確保支援事業

　実習先企業においてそれぞれの専門分野に応じたＯＪＴを重点的に受
け、当該職種による就労に必要な知識や技能を身につけることで、当該実
習先での安定就職を実現する。
　また、事業実施期間中に行うＯＦＦ－ＪＴに関しては、キャリアブラン
クを補完するもの等、新規雇用労働者に応じて研修内容を工夫したうえで
実施する。

29,036,986 26,612,943 18,286,278 63.0% 20 17 85.0% 8 10 

7 県 商工労働部 経営金融課 委託 産業振興 その他 中小企業者復興支援事業

　被災求職者を雇用し、被災事業所に対する支援業務、風評被害払拭業
務、損害賠償業務委託事業等に従事させるとともに、再就職に資する人材
育成（OJT及びOFF-JT）を行い、委託期間終了時までに次の長期安定的な
就業先へ再就職させる。

0 0 0 0 0 0 0 

07202
8-2

市町村 会津若松市 観光課 委託 観光 その他
教育旅行震災復興プロジェ
クト事業

　市が実施する教育旅行震災復興プロジェクト事業のうち、教育旅行業務
について、被災求職者を雇用し、教育旅行誘致に向けた訪問や情報収集業
務を実施させ、当該業務を通じて、再就職に資する知識や技能を身につけ
るとともに、観光プランナー等の旅行・観光業界で役立つ資格取得（有資
格者の場合は、国内旅行業務取扱管理者や観光プランナーの上級資格であ
る観光士や観光コーディネーターの資格取得）を通じて、次の安定した就
職に結びつく技能の習得・向上を図り、観光施設や宿泊施設、旅行会社等
における事業終了後の再就職を目指すものである。

8,505,021 5,534,386 5,534,386 65.1% 2 2 100.0% 0 1 

42,893,424 35,701,333 27,374,668 63.8% 23 20 87.0% 9 11 

5,246,098 

48,139,522 

令和５年度　福島県緊急雇用創出事業（原子力災害対応雇用支援事業）の実績について

整理
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事　　業　　名 事　　業　　内　　容 ① 事業費 
⑤ 事業に従事
する全労働者数

備考
② 人件費 

⑥ 新規雇用の
失業者の人数

⑦ 割合
（⑥／⑤）

合　　　　　計

周知・広報及び管理運営等に要する経費

総　　　　　計


